
1/5 

○北栄町企業立地及び雇用促進条例 

令和元年12月20日 

条例第17号 

北栄町産業振興奨励条例(平成17年北栄町条例第118号)の全部を改正する。 

(目的) 

第１条 この条例は、町内において工場等を新設し、又は増設する事業者に対

して必要な奨励措置を行うことにより、地域産業経済の振興と雇用の促進を

図ることを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ該当各

号に定めるところによる。 

(１) 工場等 本町商工業振興に資する施設及び町長が必要と認めた施設を

いう。 

(２) 新設 現に町内に工場等を有しない者が、新たに工場等を設置するこ

とをいう。 

(３) 増設 町内に工場等を有する者が、同業種の工場等を拡張すること又

は業種の異なる工場等を設置することをいう。 

(４) 投下固定資産総額 工場等を新設し、又は増設するために新たに要し

た費用のうち、土地、建物及び償却資産の取得費の合計額をいう。 

(５) 常用雇用者 工場等に常時雇用する従業員(雇用保険法(昭和49年法律

第116号)第60条の２第１項第１号に規定する一般被保険者(１週間の所定

労働時間が30時間以上の労働者に限る。))のうち町内に住所を有する者を

いう。 

(６) 事業者 工場等を整備する法人又は個人をいう。 

(対象事業者) 

第３条 この条例の対象となる事業者(以下「対象事業者」という。)は、工場

等の新設又は増設及び工場等に関連する設備投資による投下固定資産総額が
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300万円以上の者とする。 

(奨励措置) 

第４条 町長は、工場等を新設又は増設する事業者に対し、予算の範囲内で次

に掲げる奨励金を交付することができる。 

(１) 企業立地促進奨励金 

(２) 雇用促進奨励金 

２ 前項各号に掲げる奨励金の交付基準、交付額及び交付期間等は、別表に掲

げるとおりとする。 

３ 奨励金の交付は、投下固定資産に対して固定資産税が賦課されることとな

った年度分の固定資産税完納後とする。 

４ 企業立地促進奨励金については、工場等の新設又は増設に係る投下固定資

産が、地域における地域経済牽引事業の促進に関する基本的な方針(平成29年

総務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省告示第

１号)及び地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関す

る法律(平成19年法律第40号)第４条第６項に基づき同意を得た「鳥取県地域

未来投資促進計画」又は中小企業等経営強化法(平成11年法律第18号)第49条

第１項に基づき協議し同条第３項の規定に基づき同意を得た北栄町の「導入

促進基本計画」において減免の対象となる投下固定資産に該当しないこと。 

(交付申請) 

第５条 前条の規定による交付を受けようとする対象事業者は、北栄町企業立

地促進奨励金及び雇用促進奨励金交付申請書を町長に提出しなければならな

い。 

(交付決定通知) 

第６条 町長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、第３条及び

第４条の要件を満たしていると認めたときは、交付決定を行い、北栄町企業

立地促進奨励金及び雇用促進奨励金交付決定通知書により当該対象事業者に

通知するものとする。 



3/5 

(業務の廃止等の届出) 

第７条 対象事業者は、主たる施設の業務を廃止し、又は休止したときは、そ

の事実が発生した日から起算して10日以内に業務(廃止・休止)届出書を町長

に提出しなければならない。 

(地位の承継) 

第８条 合併、分割、譲渡、相続その他の理由により対象事業者に異動が生じ

たときは、工場等の承継者は、当該事業を継続する場合に限り、町長にその

旨を届け出て引き続き奨励措置を受けることができる。この場合において、

承継者は、承継の事実を証する書類を添えて町長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定により承継することとなる奨励措置の期間は、当該奨励措置が

決定された期間の残期間とする。 

(奨励金の返還) 

第９条 町長は、対象事業者が次のいずれかに該当するときは、第４条第１項

に規定する奨励金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

(１) 工場等のうち主たる施設の業務を廃止し、又は６箇月以上休止状態に

あると認めたとき。 

(２) 第４条第２項に掲げる要件に該当しなくなったとき。 

(３) 虚偽の申請その他不正の手段により奨励措置を受けていると認めたと

き。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、町長が奨励措置することを不適当と認め

たとき。 

(報告及び立入検査) 

第10条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、対象事業者に対し、

工場等の業務の実施状況その他必要な事項について報告させ、又は職員に、

工場等に立ち入り、業務の実施状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、
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関係者からの請求があったときは、これを提示しなければならない。 

(委任) 

第11条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、令和２年１月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の日の前日までに、北栄町産業振興奨励条例(平成17年北栄

町条例第118号)によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当

規定によりなされたものとみなす。 

附 則(令和５年３月22日条例第６号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表(第４条関係) 

種別 対象 交付基準 交付額 

(１)企業

立地促

進奨励

金 

町内に工

場等を新

設又は増

設した事

業者 

以下の要件を全て満たすこと。 

(１) 投下固定資産総額が300万円以上である

こと。 

(２) 環境保全について適切な措置が講じら

れるものであること。 

(３) 工場等の新設又は、増設に係る投下固定

資産が、地域における地域経済牽引事業の促

進に関する基本的な方針(平成29年総務省、

財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業

省、国土交通省告示第１号)及び地域経済牽

引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律第４条第６項に基づき同

意を得た「鳥取県地域未来投資促進計画」又

投下固定資

産に係る固

定資産税相

当額。ただ

し、新たに

固定資産税

が賦課され

た年度から

３箇年間を

限度とす

る。 
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は中小企業等経営強化法第49条第１項に基

づき協議し同条第３項の規定に基づき同意

を得た北栄町の「導入促進基本計画」におい

て減免の対象となる投下固定資産に該当し

ないこと。 

(４) 町税等の滞納がないこと。 

(２)雇用

促進奨

励金 

町内に工

場等を新

設又は増

設を行う

者が、新規

に正規常

用雇用者

を６箇月

以上継続

雇用した

事業者 

以下の要件を全て満たすこと。 

(１) 工場等の新設又は、増設において１人以

上雇用し、かつ、当該労働者を６箇月以上継

続して雇用していること。 

(２) 投下固定資産総額が300万円以上である

こと。 

(３) 環境保全について適切な措置が講じら

れるものであること。 

(４) 賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、現金出

納帳、総勘定元帳等を備え付け、町の要請に

より提出できること。 

(５) 町税等の滞納がないこと。 

(６) 労働者に対し雇用保険法の適応をして

いること。 

町内に住所

を有する者

の新規常用

雇用者１人

当たり30万

円。ただし、

600万円を

限度とす

る。 

 


